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◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価

○大学評価･学位授与機構が行う大学評価について

１ 評価の目的
大学評価・学位授与機構（以下「機構 ）が実施する」

評価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等 ）」
が競争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展する
よう，大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に
評価することにより，①その教育研究活動等の改善に役
立てるとともに，②評価結果を社会に公表することによ
り，公共的機関としての大学等の諸活動について，広く
国民の理解と支持が得られるよう支援・促進していくこ
とを目的としている。

２ 評価の区分
機構の実施する評価は，平成 年度中の着手までを14

12段階的実施 試行 期間としており 今回報告する平成（ ） ，
年度着手分については，以下の 区分で，記載のテーマ3
及び分野で実施した。
① 全学テーマ別評価（ 教育サービス面における社「
会貢献 ）」

② 分野別教育評価（ 理学系 「医学系（医学 ）「 」， ）」
③ 分野別研究評価（ 理学系 「医学系（医学 ）「 」， ）」

３ 目的及び目標に即した評価
機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分

に発揮できるよう，当該大学等の設定した目的及び目標
に即して行うことを基本原則としている。そのため，大
学等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理
的条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的な目
的及び目標が設定されることを前提とした。

○全学テーマ別評価「教育サービス面における社
会貢献」について

１ 評価の対象
本テーマでは，大学等が行っている教育面での社会貢

献活動のうち，正規の課程に在籍する学生以外の者に対
する教育活動及び学習機会の提供について，全機関的組
織で行われている活動及び全機関的な方針の下に学部や
その他の部局で行われている活動を対象とした。

， （ ） ，対象機関は 設置者 文部科学省 から要請のあった
98国立大学（政策研究大学院大学及び短期大学を除く

大学）及び大学共同利用機関（総合地球環境学研究所を
除く 機関）とした。14
各大学等における本テーマに関する活動の「とらえ

方 「目的及び目標」及び「具体的な取組の現状」につ」，
いては 「Ⅱ 教育サービス面における社会貢献に関す，
る目的及び目標」に掲げている。

２ 評価の内容・方法
評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 年5

間の状況の分析を通じて，次の 項目の項目別評価によ3

り実施した。
) 目的及び目標を達成するための取組1
) 目的及び目標の達成状況2
) 改善のためのシステム3

３ 評価のプロセス
① 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己
評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ
を含む ）を機構に提出した。。

② 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会
委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評
価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて評

， ，価を行い その結果を専門委員会で取りまとめた上
大学評価委員会で評価結果を決定した。

③ 機構は，評価結果に対する意見の申立ての機会を
設け，申立てがあった大学等について，大学評価委
員会において最終的な評価結果を確定した。

４ 本報告書の内容
「Ⅰ 対象機関の現況」 「Ⅱ 教育サービス面に及び

は，当該大学等おける社会貢献に関する目的及び目標」
から提出された自己評価書から転載している。

は，評価項目ごとに，特記すべき点「Ⅲ 評価結果」
を「特に優れた点及び改善点等」として記述している。

，「 （ ） （ ）」 ，また 貢献 達成又は機能 の状況 水準 として
以下の 種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い4
ている。
・ 十分に貢献（達成又は機能）している。
・ おおむね貢献（達成又は機能）しているが，改善
の余地もある。

・ ある程度貢献（達成又は機能）しているが，改善
の必要がある。

（ ），・ 貢献しておらず 達成又は整備が不十分であり
大幅な改善の必要がある。

なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及
び目標に対するものであり，相対比較することは意味を
持たない。
また，総合的評価については，各評価項目を通じた事

柄や全体を見たときに指摘できる事柄について評価を行
うこととしていたが，この評価に該当する事柄が得られ
なかったため，総合的評価としての記述は行わないこと
とした。

は，評価結果を要約して示し「Ⅳ 評価結果の概要」
ている。

は，評価結果に対「Ⅴ 意見の申立て及びその対応」
する意見の申立てがあった大学等について，その内容と
それへの対応を示している。

５ 本報告書の公表
本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。
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Ⅰ 対象機関の現況

・機関の所在地

113-8654 7-3-1東京都文京区本郷
・学部・研究科構成

学部構成： 学部・ 研究科・ 学環の構成は以下10 13 1
のとおり。他に 附置研究所、 学内共同教育研究施11 19
設、 全国共同利用施設、 附属図書館を有する。4 1

法学部 大学院法学政治学研究科

医学部 大学院医学系研究科
工学部 大学院工学系研究科

文学部 大学院人文社会系研究科

理学部 大学院理学系研究科

農学部 大学院農学生命科学研究科
経済学部 大学院経済学研究科

教養学部 大学院総合文化研究科

教育学部 大学院教育学研究科
薬学部 大学院薬学系研究科

大学院数理科学研究科

大学院新領域創成科学研究科

大学院情報理工学系研究科
大学院情報学環・学際情報学府

・学生総数 学部学生数： 人14,813
大学院学生数： 人11,448

・教員総数 人4,005

本学は 年に我が国で最初の国立大学として創設1878
され、今日に至る 数年の歴史の中で、日本を代表す120
る総合大学として常に教育研究の先端を歩んできた。

年代以降、教育研究の先端化・グローバル化と共1950
、 、に 学術分野の急速な多様化や巨大化が進んだことから

年より本学の構成はそれまでの本郷・駒場を中心2000
に据えたキャンパス構成に新たに柏キャンパスを加え
た、いわゆる「三極構造」をとるに至った。これにより

本学は、都心の中心部に位置する本郷ならびに駒場キャ

ンパスに対し、先端産業の発展をめざす近郊都市の一角

を占める柏キャンパスという新たな地理的条件を備えた
ことになる。

教育サービスに密接に関連した事項として、本学にお

いて恒常的に行われてきた先端的・独創的な教育研究を

通じて形成された知的財産の多くが、震災や戦火等の災
害を免れ今日に継承されていることが挙げられる。その

中には唯一無二の学術標本を含む学術財が 万点以上600
あり、学内の多くの部局に蓄積保管されている。特に、
本郷キャンパスに設置された総合研究博物館には、こう

した学内での教育研究によって収集された学術標本のう

ち 万点以上が収蔵されており、これらの学術標本を240
常時展示することによって、本学で行われた教育研究を
その基盤となった標本等を通じて理解できるよう図られ

ている。

本学における教育サービス活動は多くの学部・研究
科、研究所等の諸部局で実施されているが、教育サービ

スに関わる本学の附属施設には以下のものがある。

総合研究博物館：

41 8昭和 年設立の総合研究資料館の改組により 平成、

年に設立された。学術標本を総合的に調査・収集・整理

・保存し、その有効利用と展示公開を行う。これらの主
要業務を推進するために必要な研究を行うと同時に、本

学の教育研究に寄与する。

留学生センター：

昭和 年に設立された留学生教育センターの改組に60
より、平成 年に設立された。外国人留学生のために日2
本語教育及び日本文化・日本事情に関する教育、修学及

び生活に必要な指導助言を行う。また、海外留学希望学
生の指導・助言、留学生交流の促進等を業務とする。

大学史史料室：

昭和 年に学内措置により設けられた東京大学百年49
史編集室内に昭和 年に設置された。本学の沿革資料62
・学術情報の収集・整理・保存ならびにその利用をはか

ることを目的とする。
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Ⅱ 教育サービス面における社会貢献に関する目的及び目標

１．教育サービス面における社会貢献に関
するとらえ方

( )社会貢献活動全体の位置付け1
社会に対する大学の役割として、個別の専門領域にお

ける学部・大学院学生の教育、関連分野の産業等の発展

への貢献に加えて、形成された知的財産を、地域・社会
の文化の向上および福祉の増進、職業能力の向上、人間

の根源的欲求である知的充足等の多種多様な目的に役立

てることが期待されている。これに対して、本学は「大

学がもつ人的・知的・物的財産を広く活用し、このよう
な社会の要請に対して大学が取組を具体化させること

は、公共財としての大学の存在価値を高めるうえでも重

要であり、大学の社会貢献として極めて有益である」と
捉え、部局単位の社会貢献活動を奨励・推進するのみな

らず、全学的な取組を行うものとする。

( )社会貢献のとらえ方・あり方2
教育サービス面における社会貢献には、多様な目的と

目標を設定しうるが、全学的な立場でなされる教育サー

ビスでは、本学の人的･物的資源及び本学の教育研究機

関としての特色を十分に活かすことのできる活動を優先
する。また、何れの活動においても、それらがわが国に

おける最先端の教育研究を担うと自負する本学に相応し

い責任性、高度な水準及び独創性を伴うものであること
を求めている。

このような観点から、本学の教育サービス面における

社会貢献のあり方は、先端的・独創的な教育研究を通じ

て形成される知的財産を利用した活動が基本となる。特
に、目的と目標の設定、それを具体化する取組の推進に

あたっては、 )長年の教育研究により蓄積・収蔵された1
学術標本などの膨大な学術財産があること、 )多様な学2
術研究をカバーする豊富な人材が集結していること )、3
社会貢献を行う場として適切な大学博物館（総合研究博

物館）が学内に設置されていること、 )地理的条件とし4
、 （ ） 、て キャンパスの一部 本郷・駒場 が都心の中心部に

一部（柏）が新興都市の一角にあること等の、東京大学

の特色及びキャンパスの地域性を活かすものとする。ま

た、それらの諸活動を企画する段階では、地域社会、産

業界、生涯学習等に対する社会の要請あるいは需要につ
いて多角的な調査・検討が行われ、企画の具体化が図ら

れる。

( )具体的な教育サービス活動3
全学的な立場から行う社会貢献活動は、これまでに述

べてきた東京大学の諸々の特色、地域性等に照らして妥

当と判断される取組が中心となっている。多岐に亘る取
組は、これをサービスの目的・受給対象に則して分類す

ると、概ね以下の 項に区分することができよう。3
( )キャンパスの置かれた地域との連携を目的とした活1

動

これには地域と大学との連携をより密接なものと

し、地域にとっても東京大学の存在が意義あるもの

になるような交流や、地域住民の知的啓発に通じる
取組が含まれる。

( )生涯学習とこれに類する活動2
東京大学が行う高レベルの講義やその他の学術発

表、収蔵する学術財産を用いた展示による学説形成
史の提示、学術標本自体の鑑賞による文物理解や美

的充足等を効率よく提供することで、正規の学生だ

けではなく、一般市民の知的好奇心や学習意欲に応
える取組である。

( )職業能力向上の社会的要請に応える活動3
東京大学での先端的教育研究を、社会的要請のあ

る高度専門職の従事者に提供することで、当該専門
分野の水準向上に資する取組である。

２．教育サービス面における社会貢献に関
する目的及び目標

(1)目的

「 ．教育サービス面における社会貢献に関するとら1
え方」に基づいて、本学では教育サービス面における社
会貢献の目的を以下のように設定する。

．本郷、駒場、柏地区を中心とした地域や社会との1
連携と交流、ならびに連携や交流を通じた地域住
民の知的啓発

．高レベルの知的情報等の提供による一般市民の生2
涯にわたる知的好奇心の充足

．社会が要請する高度職業人の能力向上の支援3

(2)目標

、 、 、本学では 上記に掲げた目的を達成するために 全学

部局あるいは附属施設の各レベルにおいて教育サービス
活動に関する様々な具体的目標が設定されている。本評

価書においてはそれら全てを網羅的に列挙するのではな

く、本学がその特色を活かして全学的な取組を行い、か
つ上記の目的 ～ を達成するための主要な活動として1 3
具体的に定めた幾つかの目標、ならびに本学の教育サー
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1ビス活動の重要な担い手である附属施設が上記の目的

～ に沿って具体的に定めた目標に焦点を絞って以下に3
挙げる。

目的 に対する目標の設定1

地域・社会等との連携・交流をより一層推進する1.1.
、 。ため 大学本部における広報活動体制を強化する

多様なメディアを利用し、効果的な情報提供を行

うため、事務局総務部総務課広報室が広報活動の
実務を担う体制を確立する。

本学ならびに本学の施設が、高校生など未来を担1.2.
う人々にとって価値あり、魅力的でかつ親しみや

すい存在となるよう、公開事業として「東京大学
オープンキャンパス」を導入する。

留学生センターは、留学生と一般市民が異文化へ1.3.
の理解を深め相互交流を効果的に推進するため、
ボランティア組織による交流活動を支援する。

新しい柏キャンパス周辺の地域にとって本学が価1.4.
値ある存在となるよう、将来を見据えた地域との

連携・交流のための新たな試みを開始する。より
具体的には、地域環境の維持向上を目指した地元

との連携、地域の教育プログラムへの積極的な参

加である。

目的 に対する目標の設定2

大学での研究成果を社会に還元するため、毎年募2.1.
集参加型の公開講座を提供する。公開講座の方針
は、講座毎に特定の問題をテーマとして、文科系

・理科系の各専門分野からこれを解明し、総合的

な理解の方向を示唆するものとし、その企画・実

施に必要な全学的体制を確立する。また、講座の
成果を受講者以外にも広く一般に供するため、公

開講座の内容を印刷物として刊行する。

本学の教育研究を通じて蓄積された学術財を一般2.2.
市民に提供する等によって、総合研究博物館を社

会に開かれた大学の窓として役立たせるための公

開体制を確立する。また、()学術資産の共有化i
を目指し、保管収蔵する 万点の標本・資料の240
デジタル画像化を促進し、一般に公開する、( )ii
標本･資料の貸出し等によって学術資産を学外の

利用希望者にも提供する等、社会にとっても本学
の総合研究博物館の存在が有意義となるよう、諸

制度･体制を整える。

総合研究博物館は、一般市民の生涯学習に資する2.3.
ために、本学が収蔵・保管する学術標本・資料等
を用いた自然史･文化史に係わる募集参加型の公

。 、 、開講座を提供する また 公開講座の企画・実施

展示との連動による講座の教育効果向上への配慮

等を検討する体制を整える。受講者以外に対して
、 。も 講座の成果を普及させるための措置を講じる

目的 に対する目標の設定3

本学が行う高度専門家の再教育の一環として、総3.1.
合研究博物館は、全国の博物館及びそれに準ずる

施設で働く現職学芸員に対してスキル・アップや

キャリア・アップのための募集参加型リカレント

教育を実施する。

３．教育サービス面における社会貢献に関
する取組の現状

本章では、前章に示した具体的な目標 ～ に即1.1. 3.1.
して、本学の教育サービス面における社会貢献に関する

取組の現状を記述する。

全学としての広報活動を推進するために、東京大1.1.
学広報委員会が設置されている。広報活動は広報

誌などの刊行、ホームページによる情報発信、広
報センターの訪問者に対するサービス等多岐にわ

たる。また、東京大学史史料室を一般に公開して

いる。

年から高校生を対象に「東京大学オープンキ1.2. 2000
ャンパス」を開始した。 年では、 名の2000 1,002

、応募者の中から抽選で選ばれた約 名が参加し250
本学教官 名による講演を含め、学部・施設の紹2
介見学等の企画が行われた。

留学生センターでは、文京区国際友好交流協会と1.3.
共同して、留学生交流ボランティアプログラムを

実施した。このプログラムでは、留学生と日本人
ボランティアがカウンターパートを定めて、一対

一で交流し、留学生の日本人や日本社会に対する

理解を深め、ボランティア活動により地域の活性

化を促している。 年には 組のカウンター2000 39
パートが組み合わされた。登録されたボランティ

アは年間 組ほどである。150
柏キャンパスは一体化して地域との連携・交流に1.4.
参画している。 年には物性研究所が大学開放1999
事業として「目で見るふしぎな量子の世界」を開

催し、地域の小学生約 名が総合的な学習の時350
間を利用して参加した。 年には千葉県が主催2000
した「未来の科学者サテライトスクール 」に2000
物性研究所と宇宙線研究所が協力し、大学におけ

る実験環境の現場の紹介、最新の科学知識をわか

りやすく教える講演を行い、それぞれ約 名が参20
加した。

「東京大学公開講座」は、 年に文科系・理科2.1. 1953
系共同の全学的行事として第 回を開催した。財1
団法人東京大学綜合研究会という組織をつくりそ
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5 10の運営と実施に当たってきた 過去 年間では。

回の講座を催し、 年秋季には通算で 回を2000 94
迎えた。毎回 名の講師による講義を行ってお10
り、講座の成果は『東京大学公開講座』というシ

リーズのもとに財団法人東京大学出版会から継続

8,800刊行している これまでの受講者の総数は約。
名である。また、 年から本学の学術研究成2001
果を広く一般に紹介することを目的とし、新たに

1「公開学術講演会」を開催することとした。第
回講演会では、 年度紫綬褒章受章者 名、2001 2
猿橋賞受賞者 名の本学教官による学術講演が行1
われ、受講者は約 名であった。この公開学術500
講演会は今後も継続的に開催する予定である。
総合研究博物館は 年に設立され、当初より体2.2. 1996
制を整え一般市民に対して展示を公開してきた。

常設展のほか、毎年 回以上の企画展を行い、企2
画展は一般市民の来館の便を考慮し、休日・祝日
にも開館している。デジタル画像化した標本・資

料はホームページにより一般市民に提供をしてい

る。収蔵する学術標本・資料を学外の利用希望者
にも提供する内規を設け、これを実施している。

他の博物館等への標本等の貸出しも内規を設けて

実施している。

2.3. 1996「総合研究博物館公開講座」は博物館創設の
2年度から、文部省（当時）の支援を得て、毎年

回開催している。講座のテーマ等は総合研究博物

館企画委員会で検討するが、自然史と文化史のバ

ランスをとり、展示と連動させ講座の教育効果を
高めるほか、展示の企画に参画した学内外の専門

家に成果の発表や解説の機会を与える等の配慮を

している。講座の成果は、出版や電子情報化によ
る公開などにより普遍化を図っている。各講座の

募集定員は ～ 名で、毎回応募者から抽選ま30 50
たは先着順で決める。

3.1. 1993「 」 、総合研究博物館博物館学芸員専修コース は

年に文部省（当時）の支援を得て開始した。募集

定員は 名程度であるが、国立、公設民営、私立40
など様々な博物館およびそれに準じる施設からの
参加者を受け入れている。参加する学芸員にとっ

て意義ある専修内容とするために 年毎に統一テー、

マを設定し、 日間にわたり総合研究博物館の専5
任教官及び学内外の専門家約 名による文化史・10
自然史を横断したプログラムによる講義と演習を

行っている 専修コース修了者には博物館から 修。 「

了証書」を授与している。
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Ⅲ 評価結果

１．目的及び目標を達成するための取組

東京大学においては 「教育サービス面における社会，
貢献 に関する取組として 広報誌等の刊行 ホームペー」 ， ，

ジによる情報発信，広報センターの訪問者に対するサー

ビス，東京大学史史料室の公開，東京大学オープンキャ

ンパス，留学生交流ボランティアプログラム，大学開放
事業「目で見るふしぎな量子の世界 ，千葉県主催「未」

来の科学者サテライトスクール」への協力，東京大学公

開講座 『東京大学公開講座』シリーズの刊行，公開学，

術講演会，総合研究博物館の公開，総合研究博物館公開
講座，総合研究博物館博物館学芸員専修コースの開設な

どが行われている。

ここでは，これらの取組を「目的及び目標を達成する
ための取組」として評価し，特記すべき点を「特に優れ

た点及び改善点等」として示し，目的及び目標の達成へ

の貢献の程度を「貢献の状況（水準 」として示してい）

る。

◇特に優れた点及び改善点等
1969広報活動については 全学的な広報委員会を設置， （

年設置 し 事務局 広報室など と連携しながら 学） ， （ ） ，「

内広報 ，東京大学広報誌「淡青 「 」な」 」， UT Forum 21
ど各種の広報誌の発行のほかに，ホームページによる情

報発信，広報センターの訪問者に対するサービスなど，

多岐にわたる活動で，当該大学の動向を内外に伝えてい
る。また，広報委員会の委員長は，大学を代表しての言

動が求められる職責が与えられ，総長の「スポークスマ

ン」としての役割を果たしている。

なお，活動の中でも 年度より刊行されている英2000
文対外広報誌「 」は，国際社会に対して大UT Forum 21
学の知的成果を還元する役目を果たしている。

，「 」 ，その他に 東京大学史史料室 を一般公開しており

東京大学の広報活動の一翼を担っている。
これらの取組は，全学的に教育サービスを重視し，積

極的に広報を行っている点で特に優れている。

東京大学オープンキャンパスは，主に高校生に対して

大学の教育研究活動をより深く理解してもらうために，

全学的な立場からキャンパスを公開する取組であり，学

部紹介や附属図書館，総合研究博物館の施設案内，学生
部による大講堂やジムナジウムなどの学内諸施設の案内

， ，などの他 研究室の開放や教官による講演を行っており

その内容・方法を工夫している点で優れている。

柏キャンパスでは，小学生の総合的な学習の時間を利

用した大学開放事業として「目で見るふしぎな量子の世
界 （ 年）を開催したり 「未来の科学者サテライ」 ，1999
トスクール （ 年， 年：千葉県・千葉県教育委」 2000 2001

） 。員会主催 に実験現場の紹介や講演の形で協力している
2001また 一般市民向け講演会として ニュートリノ， ，「 」（

年）を開催している。

これらの取組は，地域との連携・交流のための新たな

試みを行っている点で特色がある。

東京大学公開講座については， 年から始まり，1953
早くから実施体制を作りあげ，継続的で本格的な活動を

行っている。
公開講座の実施主体として財団法人「東京大学綜合研

究会」を組織しているが，組織としての自由度及び資金

獲得のための活動の点で機能的であり，公開講座の継続
的・発展的な展開に向けた実施体制となっている。

公開講座の内容については， 年から「特定の問1962
題をとりあげ，それを各専門分野から解明し，総合的な

理解の方向を示唆する」という方針が採られており，現
在， 人の教官が担当し，各分野の専門知識を生かし10
たものとなっている。開講日については，土曜日の午後

に設定しており，参加者に配慮している。

公開講座の成果は， 年以降，すべて 印刷物（東1962
京大学出版会『東京大学公開講座』シリーズ）として刊

行しており，受講できなかった者へ配慮している。

以上のことから，その外郭団体と連携した実施体制に
， ， ， ，ついては 業務の機能性の点から また 土曜日の開講

成果の刊行については，サービス享受者への配慮の点か

ら特に優れた取組である。

大学博物館である総合研究博物館は，当大学がもつ

万点を超える学術標本のうち 万点を所蔵してお600 240
り，これらを常設展示及び特別展示によって一般に公開

。 ，「 」 ，している また デジタルミュージアム を目指して

デジタル画像化した標本・資料をホームページにより一

般市民に提供している。総合研究博物館における展示な

1,000どの催しの内容について 全国の博物館関係機関約，
カ所にポスター掲示を依頼している。

これらの取組は，学術標本の公開促進の方法として優

れている。

総合研究博物館公開講座として， 年度から，一1996
般市民や学生向けに，所蔵している学術標本等を用いた

自然史と文化史に係わる募集参加型の公開講座を毎年実
施している。講座の成果は，印刷物や大学ホームページ

により公開され，受講できなかった者への配慮をしてお
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り，一般市民の知的好奇心に応えている。テーマ設定に

際しては，展示と連動させて講座の教育効果に配慮する
などの工夫が見られる。

この取組は，一般市民の生涯学習の支援として特色が

ある。

総合研究博物館では，全国の学芸員を対象とした学芸

5員専修コースを開設しており，毎年テーマを設定し，

日間にわたり，講義・演習を行っている。この取組は，
高度職業人の能力向上の取組として優れている。

留学生センターが実施している留学生交流ボランティ

アプログラムは，留学生と日本人ボランティアがカウン
ターパートを定めて，一対一で交流するものである。こ

の取組は，文京区国際友好交流協会と共同して実施して

いること，地域のボランティア活動で行われていること

から，地域や社会との連携及び交流の点で優れている。

◇貢献の状況（水準）
取組は目的及び目標の達成に十分に貢献している。

２．目的及び目標の達成状況

，「 ． 」ここでは １ 目的及び目標を達成するための取組

の冒頭に掲げた取組の達成状況を評価し，特記すべき点
を「特に優れた点及び改善点等」として示し，目的及び

目標の達成状況の程度を「達成の状況（水準 」として）

示している。

◇特に優れた点及び改善点等
東京大学オープンキャンパスは，参加希望者数が平成

年度 人，平成 年度 人と増加しており，12 995 13 1,365
成果を得ている。

東京大学公開講座は，平成 年から平成 年の受講8 12
800 500 1,100者数をみると 人の定員に対し受講者は ～，

人で推移し，おおむね定員を上回っており，受講生は確
保されている。また，受講後のアンケート調査では，参

考になったという感想が 割前後であり，受講者の満足8
度も高く，成果を得ている。
なお，受講者の年齢構成で，若年層が少ない傾向にあ

20 30 14 60 49ること（ 代以下と 代合わせて ％， 代以上

％）から，平成 年秋から，従来成人一般・大学生を13
対象としていた聴講資格を高校生にまで広げ，高校生の
聴講料は通常の半額とするなどの配慮がなされている。

総合研究博物館の展示については，入館者数が特別展

示で 万人を超えるものも見られ，成果を得ている。1

◇達成の状況（水準）
目的及び目標が十分達成されている。
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３．改善のためのシステム

ここでは，当該大学の「教育サービス面における社会

貢献」に関する改善に向けた取組を 「改善のためのシ，
ステム」として評価し，特記すべき点を「特に優れた点

及び改善点等 として示し システムの機能の程度を 機」 ， 「

能の状況（水準 」として示している。）

◇特に優れた点及び改善点等
総長在任の最終年度ごとに刊行される「白書 （ 東京」「

大学：現状と課題 ）は，総長の見解から始まって大学」

の進展の全貌が包括的・多面的に記述されており，学内
外における共通の現状認識を可能にしているため 「白，

書」自体が改善のためのシステムの一部となっている点

で優れている。

広報委員会は，総長の下に設置され，本部，各学部，

各研究所，図書館等の部局間の情報連絡や外部に対する

広報活動などにあたっており，全学的な立場での広報活
動を展開している。また，その委員長は，直接，総長の

指名によって委嘱されており，総長が主催する評議会，

学部長会議，研究所長会議，補佐会，関連の諸会議に出

席し，全学の動向を把握している。このことから，広報
委員会は，総長の意志に沿って改善の方向を明らかにで

きる立場にある。

公開講座は，財団法人組織が比較的自由に企画・運営

。 ， ，を行っている 活発な広報活動に加えて 聴講者の動向
年齢，職業，希望テーマ，苦情，要望などについて毎回

詳細なアンケート調査を行っており，改善のための体制

が整備されている。
このように広報委員会及び東京大学公開講座のための

組織が整備されており，改善のためのシステムとして特

に優れている。

活動の状況や問題点等を把握する体制や改善のための

体制は，各部局等で整備されており，全学で検討する場

， 。 ，合は 評議会等の全学会議で対応している このことは

各部局等において自主的に教育サービスを計画し創出で
きるという意味で利点となっている。ただし，急速に変

化する社会に対応して大学全体が組織として教育サービ

スの改善や改革に取り組むことを難しくする面もある。

◇機能の状況（水準）
改善のためのシステムが十分機能している。
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Ⅳ 評価結果の概要

１．目的及び目標を達成するための取組

◇特に優れた点及び改善点等
広報委員会は，英文対外広報誌を含む広報誌，ホーム

ページ，東京大学史史料室の一般公開などの活動を行っ
ており，全学的に教育サービスを重視し，積極的に広報

活動を行っている点で特に優れている。

東京大学オープンキャンパスは，研究室の開放や教官
による講演など，その内容・方法を工夫している点で優

れている。

柏キャンパスでは，小学生の総合的な学習の時間を利
用した大学開放事業など，地域との連携・交流のための

新たな試みを行っている点で特色がある。

東京大学公開講座について，外郭団体と連携した実施

体制は，業務の機能性の点から，また，土曜日の開講，

成果の刊行は，サービス享受者への配慮の点から，特に

優れている。

総合研究博物館における「デジタルミュージアム」を

目指したデジタル画像によるホームページ公開等は，学

術標本の公開促進の方法として優れている。

総合研究博物館公開講座では，展示と連動させたテー

マの設定をしている点で工夫が見られる。また，印刷物
やホームページによる成果の公開によって，受講できな

かった者への配慮をしているなど，一般市民の生涯学習

の支援として特色がある。

総合研究博物館は，全国の学芸員を対象とした学芸員

専修コースを開設しており，高度職業人の能力向上の取

組として優れている。

留学生センターが実施している留学生交流ボランティ

アプログラムは，地域のボランティア活動に基づいた取

組であり，地域や社会との連携及び交流の点で優れてい
る。

◇貢献の状況（水準）
取組は目的及び目標の達成に十分に貢献している。

２．目的及び目標の達成状況

◇特に優れた点及び改善点等
東京大学オープンキャンパスは，参加希望者が増加し

ており，成果を得ている。

東京大学公開講座は，受講者数がおおむね定員を上回

っており，受講生の満足度も高く，成果を得ている。

また，受講者の年齢構成で，若年層が少ない傾向にあ
ることから，聴講資格や聴講料の点で配慮している。

総合研究博物館の展示については，入場者数の点で成

果を得ている。

◇達成の状況（水準）
目的及び目標が十分達成されている。

３．改善のためのシステム

◇特に優れた点及び改善点等
総長在任の最終年度ごとに刊行される「白書」は，そ

， ，の内容から 学内外における共通の現状認識を可能にし

改善のためのシステムの一部となっている点で優れてい

る。

広報委員会及び東京大学公開講座のための組織が整備

されており，改善のためのシステムとして特に優れてい

る。

活動の状況や問題点等を把握する体制や改善のための

体制は，各部局等で整備されており，全学で対応する場

合は全学会議で対応している。このことは，各部局等に
おいて自主的に教育サービスを計画し創出できるという

意味で利点となっている。

◇機能の状況（水準）
改善のためのシステムが十分機能している。


